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０
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済
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戦
後
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乱
期
超
え
、過
去
最
多

ス
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ッ
フ 

コ
ラ
ム

　10月下旬、東日本大震災後初めて被災地
での完全失業率が公表された。岩手県が全
国ベースと同じ4.1％、宮城県が5.5％、福島
県が4.7％となり、想定していたよりも低い
数字と感じた。
　完全失業率とは、労働力人口に占める完
全失業者の割合で、簡単にいうと、「働く意
欲があるにも関わらず就職できない人」の
割合だ。有効求人倍率と並んで、雇用情勢の
指標とされている。

　しかし、完全失業者となるのは、簡単では
ない。①仕事がなくて調査期間中（月末１週
間）に仕事をしなかった、②仕事が見つかれ
ばすぐに就職できる、③調査期間中に仕事
を探す活動や事業を始める準備をしていた
――をすべて満たす必要がある。
　失業中に１時間でもアルバイトをした
り、月末１週間の間で就職活動をしなけれ
ば完全失業者でなくなる。数字は数字と割
り切ることもできるが、被災３県で震災後
に失業・休業した人が12万人以上ともいわ
れる中、しっくりとしない感覚が残った。（Ｓ）

不完全な完全失業率

　

厚
生
労
働
省
は
９
日
、
７
月
の
全
国

の
生
活
保
護
受
給
者
が
過
去
最
多
と
な

る
２
０
５
万
４
９
５
人
だ
っ
た
と
発
表

し
ま
し
た
。
前
月
よ
り
８
９
０
３
人
増

え
、
こ
れ
ま
で
最
多
だ
っ
た
戦
後
の
混

乱
が
残
る
１
９
５
１
年
度
の
２
０
４
万

６
６
４
６
人
を
上
回
り
ま
し
た
。
景
気

低
迷
や
高
齢
化
の
影
響
で
増
加
傾
向
に

歯
止
め
が
か
か
ら
ず
、
受
給
者
は
今
後

さ
ら
に
増
え
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

生
活
保
護
を
受
け
て
い
る
世
帯
数

は
、
前
月
よ
り
６
７
３
０
世
帯
多
い
１

４
８
万
６
３
４
１
世
帯
で
、
こ
ち
ら
も

過
去
最
多
を
更
新
し
ま
し
た
。

    

世
帯
の
種
類
別
で
最
も
多
い
の
は
65

歳
以
上
の「
高
齢
者
世
帯
」で
、
63
万
世

帯
と
全
体
の
42
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

「
傷
病
・
障
害
者
世
帯
」が
49
万
世
帯
、

働
け
る
現
役
世
代
を
含
む「
そ
の
他
の

世
帯
」が
25
万
世
帯
と
続
き
ま
す
。「
そ

の
他
の
世
帯
」は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ

ク
前
の
３
年
前
同
月
に
比
べ
て
２
倍
以

上
に
増
え
て
い
ま
す
。

   

受
給
者
数
は
、
戦
後
の
混
乱
期
は
２
０

０
万
人
を
超
え
て
い
ま
し
た
が
、
次
第
に

減
少
し
、
95
年
度
に
は
88
万
２
２
２
９
人

と
過
去
最
少
を
記
録
し
ま
し
た
。
そ
の

後
、
景
気
悪
化
の
影
響
な
ど
で
増
加
に
転

じ
、
２
０
０
８
年
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

以
降
は
さ
ら
に
急
増
し
て
い
ま
す
。

   

生
活
保
護
費
は
国
が
４
分
の
３
、
自

治
体
が
４
分
の
１
を
負
担
し
て
お
り
、

支
給
総
額
は
３
兆
円
を
超
え
て
い
ま

す
。
受
給
者
が
15
万
人
以
上
と
全
国
で

最
も
多
い
大
阪
市
が「
全
額
国
庫
負
担
」

を
求
め
る
な
ど
、
国
や
自
治
体
の
財
政

を
圧
迫
し
て
い
ま
す
。

   

同
費
は
、
年
齢
や
世
帯
構
成
、
居
住

地
域
な
ど
に
応
じ
て
、
厚
生
労
働
省
が

決
め
て
い
る
最
低
生
活
費
か
ら
、
給
料

や
年
金
な
ど
の
収
入
を
差
し
引
い
た
額

を
支
給
し
て
生
活
を
支
え
ま
す
。
都
市

部
で
40
代
の
単
身
世
帯
の
最
低
生
活
費

は
14
万
円
程
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

東
日
本
大
震
災
の
被
災
を
理
由
に
９

月
ま
で
に
保
護
の
受
給
を
開
始
し
た
世

帯
は
全
国
で
９
３
９
世
帯
で
し
た
。
義
援

金
や
補
償
金
な
ど
生
活
資
金
が
底
を
つ

き
、
被
災
地
で
の
失
業
給
付
が
来
年
の
１

月
に
切
れ
る
と
さ
ら
に
受
給
者
が
増
加

す
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

（４）年の中途で、海外の支店へ転勤したことなどの理由により、非居住者
　　　となった人（非居住者とは、国内に住所も1年以上の居所も有しない
　　　人をいいます。） 

④パートタイマーとして働いている人などが退職した場合で、本年中に
   支払を受ける給与の総額が103万円以下である人
  （退職後本年中に他の勤務先等から給与の支払を受けると見込まれる場合を除く）

③12月中に支給期の到来する給与の支払を受けた後に退職した人

②著しい心身の障害のため退職した人で、その退職の時期からみて、本年中
　に再就職ができないと見込まれる人

①死亡により退職した人
（３）年の中途で退職した人のうち、次の人
（２）年の中途で就職し、年末まで勤務している人
（１）1年を通じて勤務している人

対
象
と
な
る
人

対
象
と
な
ら
な
い
人

（６）継続して同一の雇用主に雇用されないいわゆる日雇労働者など
       （日額表の丙欄適用者）

（５）非居住者

（４）年の中途で退職した人で、上欄の（３）に該当しない人

（３）2か所以上から給与の支払を受けている人で、他の給与の支払者に「扶
　　　養控除等（異動）申告書」を提出している人や年末調整を行うときまで
　　　に「同申告書」を提出していない人（月・日額表の乙欄適用者）

（２）上欄のうち、災害により被害を受けて、「災害被害者に対する租税の
　　　減免、 徴収猶予等に関する法律」の規定により、本年分の給与に対
　　　する源泉所得税の徴収猶予または還付を受けた人

（１）上欄の対象となる人のうち、1年間の給与総額が2,000万円を超える人

表1 年末調整の対象者
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特集 年末調整 年末調整事務の流れ

就業条件で特に重視しているもの

給 与 額 だ けじゃな い

　人を雇用しようとするときに、まず必要
になるのが求人票などによる労働条件の
明示だ。求人票に記載する項目は多いよ
うで、限られている。その中で、どれだけ
魅力的な職場に見せられるかが、集まる
人の質を決めやすい。
　農業法人への就業希望者に聞いたこの

調査では、いわずもがな「給与額」がトッ
プに立つが、「社会保険（健康・厚生年金
保険）」も高いニーズとなっている。
　社会保険への加入は当たり前という意
識が強く、農業でも例外ではない。それだ
けで従業員思いの経営であるという動か
ぬ証拠となり、魅力は上がる。

農業法人への就業希望者の意向調査
2011年、全国農業会議所

14.5%住居の有無

9.8%
労働時間

1.5%残業代の支給

1.0%退職金の有無

24.6%
給与額

回答731人
※複数回答による

17.2%
社会保険（健康・厚生年金保険）

8.5%
休日数

10.3%
安全・衛生

12.6%
労働保険（労災・雇用保険）
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対
象
者
は
ほ
ぼ
全
員

　１年間の所得税額を正確に算出する年末調整
は、給与計算事務を締めくくる年末の大仕事です。
事務負担は大きくなりますが、給与を支払ってい

る以上、必ず行わなくてはならない大切な作業です。
今号では、年末調整の流れや注意点を特集します。

申
告
書
は
早
め
に
準
備

税
額
計
算
は
慎
重
に

特集 年末調整

年
調
は
給
与
支
給
者
の
義
務

裏
面
表
1

表
2

表
3

年末調整事務の流れ

　

給
与
や
賞
与
を
支
払
う
場
合
、
所
得
税
法

で
は
、
支
払
者
が
所
得
税
を
徴
収
し
て
納
付

す
る
源
泉
徴
収
制
度
を
採
っ
て
い
ま
す
。
支

払
者
は
、
源
泉
徴
収
義
務
者
と
呼
ば
れ
、
こ

れ
は
法
人
、
個
人
を
問
わ
ず
、
全
経
営
体
に

適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

所
得
税
の
徴
収
は
、
毎
月
の
給
与
支
払
い
時

な
ど
の
都
度
、
源
泉
徴
収
税
額
表
に
よ
っ
て
行

　

年
末
調
整
は
通
常
、
そ
の
年
の
最
後
の
給

与
や
賞
与
が
支
給
さ
れ
た
と
き
に
行
い
ま

す
。
た
だ
し
、
従
業
員
が
死
亡
し
た
場
合
な

ど
は
、
年
の
途
中
で
も
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
の
で
、
注
意
が
必
要
で
す
。

　

で
は
、実
際
の
年
末
調
整
事
務
は
、
い
つ

頃
か
ら
始
め
る
の
が
一
般
的
で
し
ょ
う
か
。

給
与
や
賞
与
の
支
給
時
期
、
従
業
員
数
な
ど

に
も
よ
り
ま
す
が
、
大
体
11
月
中
旬
か
ら
準

備
を
行
い
ま
す
。
12
月
給
与
の
支
給
直
前
に

な
っ
て
慌
て
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
早
め
に

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
立
て
る
こ
と
が
大
切
で

す
。

　

ま
ず
、
最
初
に
行
う
の
は
、
各
種
の
申
告

書
に
基
づ
い
た
控
除
額
の
確
定
で
す
。
こ
れ

ら
申
告
書
は
、
従
業
員
が
自
身
で
記
入
す
る

も
の
で
、
保
険
料
や
住
宅
借
入
金
の
控
除
な

ど
を
受
け
る
に
は
、
証
明
書
類
の
添
付
も
必

要
に
な
り
ま
す
。「
住
宅
借
入
金
等
特
別
控

除
申
告
書
」以
外
の
申
告
書
は
、
最
寄
り
の

税
務
署
に
あ
り
ま
す
の
で
、
早
め
に
取
り
寄

　

年
調
年
税
額
の
計
算
が
終
わ
っ
た
ら
、
先

に
集
計
し
た
す
で
に
差
し
引
い
た
所
得
税

の
合
計
額
と
比
べ
、
そ
の
精
算
を
行
い
ま

す
。
す
で
に
差
し
引
い
た
額
の
方
が
多
け
れ

ば
、
納
め
過
ぎ
て
い
た
こ
と
に
な
る
の
で
、

そ
の
差
額
を
還
付
し
ま
す
。
逆
に
納
付
額
の

方
が
少
な
け
れ
ば
、
そ
の
不
足
額
を
差
し
引

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

年
末
調
整
で
は
、
多
く
の
手
順
を
経
て
、

多
数
の
書
類
を
扱
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
計

算
が
終
わ
っ
た
後
に
は
、
税
務
署
や
従
業
員

の
住
ん
で
い
る
市
町
村
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
書
類（
源
泉
徴
収
票
、
給
与
支

払
報
告
書
な
ど
）の
作
成
も
あ
り
ま
す
。
そ

れ
で
も
、
雇
用
を
行
っ
て
い
る
以
上
、
面
倒

だ
と
避
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
各
控
除
額
の
求
め
方
や
控
除
対
象

と
な
る
扶
養
親
族
な
ど
の
詳
し
い
内
容
は
、

税
務
署
よ
り
送
付
さ
れ
る「
年
末
調
整
の
し

か
た（
平
成
23
年
分
）」に
掲
載
さ
れ
て
い
ま

す
の
で
、
必
ず
確
認
し
な
が
ら
作
業
を
進
め

る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

せ
て
、
11
月
末
ま
で
に
提
出
し
て
も
ら
う
よ

う
に
し
ま
し
ょ
う
。

　
「
扶
養
控
除
等（
異
動
）申
告
書
」は
、年
末

調
整
対
象
者
全
員
が
必
ず
提
出
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
年
の
初
め
な
ど
に
す
で
に
提

出
し
て
も
ら
っ
て
い
る
も
の
で
す
が
、
12
月

31
日
時
点
の
状
況
で
年
間
の
税
額
を
確
定
さ

せ
る
た
め
、被
扶
養
者
な
ど
に
変
更
が
な
い

か
を
再
度
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
「
保
険
料
控
除
申
告
書
」と「
配
偶
者
特
別

控
除
申
告
書
」は
、
１
枚
の
用
紙
で
兼
用
と

な
っ
て
い
ま
す
。
保
険
料
控
除
は
、
生
命
保

険
料
や
地
震
保
険
料
な
ど
そ
の
年
に
支
払

っ
た
保
険
料
が
対
象
と
な
り
、
一
定
の
割
合

で
所
得
控
除
で
き
ま
す
。
な
お
、
そ
の
ほ
と

ん
ど
で
、
保
険
料
を
支
払
っ
た
こ
と
の
証
明

書
の
添
付
が
必
要
で
す
。
配
偶
者
特
別
控
除

は
、
一
定
の
収
入
に
該
当
す
る
配
偶
者
が
い

る
場
合
に
適
用
さ
れ
る
控
除
で
す
。

　

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
は
、
住
宅
ロ
ー

ン（
特
別
な
改
修
工
事
の
ロ
ー
ン
を
含
む
）

を
組
ん
で
い
る
人
に
対
し
て
行
わ
れ
る
税

額
控
除
で
す
。
保
険
料
な
ど
の
所
得
控
除
と

い
ま
す
。
差
し
引
い
た
所
得
税
は
原
則
と
し
て

（
※
）、
給
与
を
支
払
っ
た
月
の
翌
月
10
日
ま
で

に
国
に
納
め
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
毎
月
差
し
引
い
た
所
得
税
の
年

間
合
計
額
は
、
実
際
の
年
税
額
と
一
致
し
な

い
の
が
通
常
で
す
。
そ
の
主
な
理
由
と
し
て
、

①
源
泉
徴
収
税
額
表
は
年
間
を
通
し
て
毎
月

の
給
与
額
に
変
動
が
な
い
も
の
と
し
て
作
ら

れ
て
い
る
、②
扶
養
親
族
等
に
異
動
が
あ
っ

た
場
合
、
遡
っ
て
源
泉
徴
収
税
額
を
修
正
し

違
い
、
所
得
税
額
が
直
接
減
額
さ
れ
る
大
切

な
控
除
で
す
の
で
、
必
ず
忘
れ
な
い
よ
う
に

し
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

控
除
額
が
確
定
し
た
ら
、
１
年
間
に
支
給

し
た
給
与
・
賞
与
の
総
額
と
そ
の
際
に
差
し

引
い
た
所
得
税
額
を
集
計
し
ま
す
。
年
の
途

中
で
入
社
し
た
従
業
員
で
、
そ
の
年
に
他
の

会
社
か
ら
給
与
な
ど
を
受
け
て
い
る
場
合

は
、
そ
の
支
給
額
や
所
得
税
額
な
ど
も
合
算

し
な
く
て
は
い
け
な
い
の
で
、
前
職
の「
源

泉
徴
収
票
」を
必
ず
添
付
し
て
も
ら
い
ま
す
。

　

支
給
総
額
は
、「
平
成
23
年
分
の
年
末
調

整
等
の
た
め
の
給
与
所
得
控
除
後
の
給
与

等
の
金
額
の
表
」に
当
て
は
め
て
、
給
与
所

得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額
を
出
し
ま
す
。

こ
こ
か
ら
年
調
年
税
額
を
求
め
る
最
終
的

な
計
算
に
入
り
ま
す
。
最
近
は
、
パ
ソ
コ
ン

ソ
フ
ト
な
ど
を
使
用
し
て
計
算
す
る
例
が

多
い
で
す
が
、
手
計
算
で
行
う
場
合
は
、
間

違
い
の
な
い
よ
う
に
慎
重
さ
が
求
め
ら
れ

ま
す
。

な
い
、③
配
偶
者
特
別
控
除
や
生
命
保
険
料
、

地
震
保
険
料
の
控
除
な
ど
は
年
末
調
整
の
際

に
控
除
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
―
―
な
ど

が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
理
由
に
よ
る
不
一
致
を
精
算
す

る
た
め
に
、１
年
間
の
給
与
総
額
が
確
定
す
る

年
末
に
そ
の
年
に
納
め
る
べ
き
税
額
を
正
し

く
計
算
し
、
そ
れ
ま
で
に
差
し
引
い
た
税
額
と

の
差
額
を
求
め
、
過
不
足
を
精
算
し
ま
す
。
こ

の
一
連
の
手
続
き
が「
年
末
調
整
」で
す
。

　

年
収
が
２
千
万
円
を
超
え
た
り
年
の
途
中

で
退
職
し
た
り
し
た
従
業
員
は
、
年
末
調
整

の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
が
、
パ
ー
ト
タ
イ
マ

ー
や
ア
ル
バ
イ
ト
も
含
め
、
ほ
と
ん
ど
全
て

の
従
業
員
に
対
し
て
年
末
調
整
は
必
要
で
す
。

従
業
員
に
別
の
所
得
が
あ
り
、
自
身
で
確
定

申
告
し
て
い
る
場
合
で
も
、
年
末
調
整
は
行

わ
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

（
※
）給
与
の
支
給
人
員
が
常
時
９
人
以
下
の

場
合
、
所
轄
の
税
務
署
へ「
源
泉
所
得
税
の
納

期
の
特
例
の
承
認
に
関
す
る
申
請
書
」を
提
出

す
る
こ
と
で
、
半
年
に
一
度（
１
月
・
７
月
）の

納
付
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

表3 年調年税額の具体的な計算の流れ

表2 年末調整の手順

（
税
額
の
徴
収
、納
付
又
は
還
付
）

（
年
税
額
の
計
算
）

（
年
税
額
計
算
の
た
め
の
準
備
）

（
税
額
控
除
）

※
表
３
に
詳
細

（
所
得
控
除
）

不足額の徴収、納付

給与と徴収税額の集計

（特定増改築等）
住宅借入金等

特別控除申告書の
受理と内容の確認

保険料控除
申告書の受理と
内容の確認

配偶者特別控除
申請書の受理と
内容の確認

扶養控除等（異動）
申告書の受理と
内容の確認

給与所得控除後の給与等の金額計算

課税給与所得金額の計算

年調年税額の計算

過不足額の精算

過納額の還付

給与所得控除後の
給与等の金額

●地震保険料の控除額
●生命保険料の控除額

●小規模企業共済等
　掛金の控除額

●社会保険料控除額

●基礎控除額
●障害者等の控除額
●扶養控除額
●配偶者特別控除額
●配偶者控除額

課税給与
所得金額

所得控除額の合計額

－ ＋

－

＝

＝

「平成23年分の年末調整のための
所得税額の速算表」を使用

算出年税額 住宅借入金等
特別控除額

（特定増改築等）
年調年税額
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